















Chinese ICT Equipment Firms Overseas Expansion and Their 
Pitfalls: Focusing on the ZTE co. Ltd. Case 
 


















This research reviewed earlier literature regarding the features of Chinese 
enterprises advancing into overseas markets, especially pointing out the 
features of the “Reversed Direction Strategy”. Furthermore, it focused on the 
communications equipment industry in China, specifically its second largest 
firm－ZTE. In addition, it reconfirmed the different features of overseas 
expansion between the CMNEs and the DMNEs. 
Meanwhile, the “ZTE Event” shows that during ZTEs overseas expansion, 
there were a lot of pitfalls that made the CMNEs outward foreign business very 
risky. The experiences and problems that ZTE have faced in their overseas 
expansion may help provide some suggestions to other companies in developing 
countries when expanding into future global markets, because the starting 








































第三に、先発多国籍企業のように、まず TOP（Top of Pyramid）市場やボリュ
ーム・ゾーン（MOP: Middle of Pyramid）市場の上層部を狙って海外進出を果た
すというよりは、むしろボリューム・ゾーン市場の下層部ないし BOP（Base of 
Pyramid）市場を狙って海外進出を果たした後にはじめて、MOP 上層部ないし






 21 世紀に入ってから、中国企業の海外進出は急速に展開しはじめた。2013 年
に「一帯一路」という国家戦略が打ち出された以後、中国企業の海外進出の動き
がさらに活発化になった。2015 年から中国は世界第 2 位の対外直接投資国にな
り、2016 には、その対外直接投資額は世界全体の 10%を超えるようになった。
2016 年末現在、中国の対外直接投資額はストックベースで１兆 3,600 億ドルと
なり、海外での総資産額は 5 兆ドルに達した。また、24,400 社の中国企業が海外
で 37,200 社の企業を設立し、それら企業は世界の 190 ヶ国と地域に分布されて
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 しかし、その後の発展状況をみると、前 2 社の巨龍と大唐と後 2 社の中興と華
為の発展格差は鮮明となった。1998 年時点で、巨龍、大唐、中興、華為のそれぞ
れの売上高は 30 億元、9 億元、40 億元、89 億元であり、大唐がやや小さいもの
の、売上規模には大きな差がなく、利益もそれぞれ 1 億元以上となっている。し
かし、2001 年時点では華為の売上 255 億元、利益 20 億元、中興の売上 140 億
元、利益 5.7 億元に対し、巨龍の売上は 3~4 億元、利益 9,000 万元、大唐の売上
























交換機総数は 405 万門しかなく、電話利用者は 200 万戸にも満たさず、電話の普
及率はわずか0.38%であった。この比率は、当時アフリカの平均水準よりも低く、



















































 しかし、その後の発展状況をみると、前 2 社の巨龍と大唐と後 2 社の中興と華
為の発展格差は鮮明となった。1998 年時点で、巨龍、大唐、中興、華為のそれぞ
れの売上高は 30 億元、9 億元、40 億元、89 億元であり、大唐がやや小さいもの
の、売上規模には大きな差がなく、利益もそれぞれ 1 億元以上となっている。し
かし、2001 年時点では華為の売上 255 億元、利益 20 億元、中興の売上 140 億
元、利益 5.7 億元に対し、巨龍の売上は 3~4 億元、利益 9,000 万元、大唐の売上























図表 2 ZTEの最大株主である中興新（ZXX）とその所有構成 
（出所）中興通訊アニュアルレポート（2017）より、筆者作成 
 
中興の 2016 年の売上高は 153 億ドルである。リーマン・ショックの影響で、
2012 年以後売上高が一時下がっていたものの、欧米の通信機器メジャーに比べ
ると、その影響は限定的である。2016 年末現在、従業員数 81,468 人、従業員の
平均年齢 32 歳、修士以上の学歴を有する従業員数は 3 割以上を占めている。ま
た、国内外で 15 の研究開発センターを有し、海外だけでもアメリカ、フランス、
スウェーデン、日本、カナダなどで 8 つの研究センターを構えている。2012 年と
2016 年の PCT 申請数は世界一位であった。2010 年以来、PCT 申請数は常に世
界トップ 3 のポジションをキープしてきている。2006 年から 2016 年までの中興
の売上高はそれぞれ 232 億元、347 億元、442 億元、602 億元、702 億元、864




















器企業のトップ２社であると同時に、世界の ICT インフラ企業のトップ 10 入り
も果たし、2013 年からこの両社はさらに世界の通信機器企業の 1 位（Huawei）
と 4 位（ZTE）となったのである。（図表 1 参照） 








民営」の企業形態に変更した。1997 年に深圳証券取引所で A 株（７）上場を果た
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の最初の輸出となった。2000 年には、韓国で CDMA 製品開発を中心とする研究
所を設立し、3G PP2(The Third Generation Partnership Project 2) に加入した。 
第 3 段階は、全面推進期（2002~2004 年）である。この段階では市場、人材、
資本など全方位の展開を図り、インド、ロシア、ブラジルなどの新興国市場への
進出を果たすことによって、アメリカとヨーロッパなどの先進国市場進出の基礎
作りを行った。2002 年には Intel（中国）有限会社と未来 3G 無線通信および無




第 4 段階は、先端攻略期（2005 年以後）である。この段階では、「現地化」に
力を入れ、多国籍通信キャリアとの提携を深め、ヨーロッパとアメリカなどの先
進国市場への進出を果たすのである。2005 年に、和記黄埔有限会社（Hutchison 




末などの領域で深い提携を図る。さらに、カナダの Telus と 3G 端末に関する協
定を結び、3G 端末がはじめて北米のメイン通信市場に入る。国際市場開拓のた
めに、中興が会社の組織編成を行い、優秀な人材を海外に派遣して海外での業務
を支援する。2007 年には、MTO 戦略が大きな成果が見られ、中興が Vodafone
（イギリス）、Telefonica（スペイン）、Telstra（オーストリア）などの一流の通







Telenor UMTS の建設注文を獲得した。2010 年には、Telefonica と一緒にスペイ
ン初の WIMAX 網を設置し、Telenor にハンガリー初の 6,000 余りの BS を含む
LTE 網を建設した。2011 年には、世界初のLTE 商用一体化小型ミニステーショ
ンを発表し、業界初のTD-LTEと2G/3Gのネットワークの相互交信を完成した。
さらに、最初に多チャンネル Tbid 超長距離伝送が実現され、100G を超える領域
で世界記録を樹立した。2012 年には、スウエーデン Hi3G と戦略的提携協定を結
び、調印式には中国とスウェーデン両国の指導者まで出席されたのである。また、
GoTa は ITU 国際基準に採用され、中国は通信基準領域において新たな突破を実
現することになる。 
 中興の海外進出には 3 つの内容が含まれている（９）。まず、市場の国際化であ
 
 

























また、アメリカの New Jersey, San Diego, Silicon Valley の 3 箇所で研究所も立
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ダの Telus と 3G 端末に関する協力を結び、初めて北米のメイン通信市場に入っ
た。2017 年には、さらにアメリカの Sprint Nextel とWiMAX に関する協力をし
始めた。また、ZTE の製品には IC チップをはじめ、多くのアメリカ製品を使用
すると同時に、アメリカ国内では 2 万人以上の雇用を創出している。しかし、2018












 もし ZTE に対するアメリカ政府の制裁措置は長引くとすれば、ZTE の存続に
関わる重大な危機になりかねないのである。なぜならば、ZTE がその製品に使用
している部品の 25%~30%はアメリカに頼らざるを得ず、その OS としている
Android の使用権もアメリカに握られているからである。制裁発表翌日の 2018
年 4 月 17 日、ZTE の株価は暴落しはじめ、１日だけで香港と深セイの証券取引
所に上場している ZTE の株価が 36%低落した。この影響で、ZTE には株式市場
で 700 億元の時価資本が蒸発したと報じられている（10）。 
 さらに、制裁の影響で、ZTE 自身もその従業員をレイオフしはじめた。2018 年

















伴い、人材の現地化も進んでいる。2015 年現在、中興の 4,000 人余りの市場要員
のうち、外国籍の要員は 6 割以上を占めている。 
3 つ目は、資本の国際化である。中興は 1997 年に深圳証券取引所に上場した























立し、その後も Intel 中国（2002 年）、IBM（2003 年）、マイクロソフト中国（2003
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力している。」と述べた。これを受けて、アメリカ商務省が 6 月 7 日、14 億ドル










れる事態も想定される」（劉, 2015, p.173）。残念なことに、「ZTE 事件」はこの指
摘を証明した形となったのである。 
 また、今回の｢ZTE 事件｣について、週刊誌 NIKKEI ASIAN REVIEW には次
のような記事があった。「アメリカ政府が ZTE に対して 7 年間の制裁をかけると
発表しているが、この制裁は 7 年どころか、1 年続けるだけでも ZTE の息を止め
られる。」「事態の進展はすでに一企業である ZTE の手に負えないところに来て
おり、これからは中国政府の出番である。」（NIKKEI ASIAN REVIEW, 2018. 4. 
27） 
 「ZTE 事件」と平行して、アメリカに進出している他の中国企業にも今回の米















世界 4 位の ZTE は、160 の国と地域の主要通信キャリアと企業クライアントに
















































（5） たとえば、今日ではデジタル交換機の 1 ライン当たりの値段は 10 ドル前後であるが、
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